
措置の通知書 

平成30年度 定期監査（中期・後期）（30監査第 191号）分

1 

指摘事項及び意見 措置（改善）状況 

（指摘事項） 

１ 重点事項 

(1) 収納料金の払込みを適正に行うべきもの 

（報告書３ページ）

保育園研修生賄費及び公民館コピー使用料

について、指定金融機関への払込みが遅滞し

ていた事例があった。 

長野市財務規則によると、収納した現金は

速やかに指定金融機関へ払い込まなければな

らないとされている。 

規則に基づき、適正な収納事務を徹底され

たい。 

（信州新町保育園）

(2) 物品等の管理を適正に行うべきもの 

（報告書３ページ）

重要物品等について、長野市財務規則に規定

されている不用決定の決裁及び備品使用簿（備

品台帳）の取消手続がされないまま廃棄されて

いる事例があった。 

財務規則及び長野市会計事務の手引に基づ

き、適正に管理されたい。 

また、課長等は、会計年度末に行う重要物品等

の現在高調査を確実に実施されたい。 

（情報政策課）

(3) 契約締結事務を適正に行うべきもの 

（報告書３、４ページ）

ア 長野市リフトバス車両運行管理業務委託

について、受託者以外では当該業務ができ

ないとの理由から１者随意契約としていた

が、受託者は主要な業務を他事業者へ再委

託していた。 

委託内容を精査し、契約相手、方法等につ

いて見直しを図り、適正な契約事務を行わ

れたい。 

（障害福祉課）

指摘を受け、園の職員会において、会計の手引を

用い、収納した現金は、速やかに指定金融機関等へ

払い込むことを徹底するよう確認し、改善を図っ

た。 

（信州新町保育園）

備品使用簿より未削除の重要物品については、物

品不用決定調書を作成し、備品使用簿から削除を行

った。 

 今後、備品を廃棄する場合は、規則及び手引きに

基づき取消手続きを行い、備品管理を適正に行うよ

うに周知徹底を図った。 

（情報政策課）

委託内容を精査し、リフトバス利用申請受付業務

とリフトバス車両運行管理業務とに分けて委託す

ることとした。また、リフトバス車両運行管理業務

委託については、指名入札を実施することにより適

正な契約となるよう改善を図った。 

（障害福祉課）
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指摘事項及び意見 措置（改善）状況 

（指摘事項） 

イ 真島保健センター床暖房・地下タンク・ポ

ンプ類他保守点検業務委託について、請書

に再委託の禁止条項があり、また、第三者へ

の一部再委託を可能とする記載がないにも

関わらず、全ての保守点検業務について他

の事業者により実施された報告書が添付さ

れていた。 

業者選定時において、再委託に関する事

項について周知するなど適正な契約事務を

行われたい。 

（保健所健康課）

ウ 側溝土砂置場等の土地使用契約につい

て、土地使用料の算出根拠となる使用面積

及び平方メートル当たり単価等が不明瞭の

まま契約が締結されていた。 

使用料の算出根拠等を明確にした上で、

適切な契約事務を行われたい。 

（環境保全温暖化対策課）

エ 長野市契約規則では、随意契約の相手方

は特別な場合を除き、有資格者名簿に登載

された者のうちから定めなければならない

とされている。 

戸隠支所前公衆トイレ清掃業務委託につ

いて、長野市物品等供給契約の競争入札参

加者の資格、審査等に関する要綱第12第２

項の各号（例外として有資格者名簿によら

ないで契約の相手方を選定できる要件）に

該当していなかったが、有資格者名簿に登

載のない者と契約していた。 

なお、本件については、平成28年度定期監

査でも同様の指摘をしている。 

規則等に基づき、適正な契約事務をされ

たい。 

（衛生センター）

業者選定時から事業者に再委託の禁止及び一部

再委託を可能とすることについて周知徹底を図る

とともに、請書に条項を明記し、改善を図る。 

（保健所健康課）

平成31年度の契約にあたり、土地使用料の単価設

定を行政財産使用料の算定方法で行い、算出根拠が

明確となるように改善を図った。 

（環境保全温暖化対策課）

「長野市障害者就労施設等からの物品等の調達

の推進を図るための方針」に基づき、優先調達対象

事業所と契約を締結していたもの。 

今後、同事業所との契約を見据え、当該事業所に

対して、有資格者名簿に登載するよう依頼した。ま

た、同事業所と契約する場合は、当該名簿に登載し

ていることを確認することとした。 

（衛生センター）
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指摘事項及び意見 措置（改善）状況 

（指摘事項） 

オ 地方自治法施行令第 167条の２第１項第

５号では、随意契約によることができるも

のの一つとして、「緊急の必要により競争入

札に付することができないとき」を掲げて

いる。 

また、その取扱いについては、契約の手引

において明示されている。 

長野中央通り石畳舗装緊急修繕業務委託

において、緊急性のない業務が一部含まれ

て随意契約されていた。 

緊急処理業務委託に係る契約は、あくま

でも緊急に対応しなければならない業務で

あり、競争に付す時間的余裕がない場合に

限って契約できる手段である。 

法令等に基づき、適切な契約事務をされ

たい。 

（維持課）

カ 水道料金改定チラシ配布業務委託につい

て、地方自治法施行令及び長野市契約規則

で規定する条項を適用して１者による随意

契約としているが、事前に他事業者への調

査や見積書の徴取を行っておらず、契約相

手が特定される根拠としては乏しいもので

あった。 

法令等に基づき、適切な契約事務をされ

たい。 

（上下水道局営業課）

「契約締結事務を適正に行うべきもの」について

は、緊急処理業務委託の業務内容に、緊急性のない

業務が一部含まれていたものであり、契約規則の認

識不足が原因であったため、今後は契約規則に基づ

き、適正な契約を行うことを職員間で確認し、再発

防止に向け徹底を図った。 

（維持課）

複数のポスティング事業者に確認したところ、ポ

スティングは、指定された区域へ一定数のチラシを

配布するものであり、また、オートロックのマンシ

ョン、ポストのない住宅等への配布は行わないこと

が判明した。 

料金改定チラシは確実に水道契約者へ配布する

必要があるため、今後の配布機会に向け他の形態の

事業者について調査を実施する。 

（上下水道局営業課）
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指摘事項及び意見 措置（改善）状況 

（指摘事項） 

キ 物品等の購入において、同日に同一事業

者から分割して購入していた所属、同種の

物品等を同日に複数の事業者から分割して

購入していた所属、数日間のうちに同一ま

たは複数の事業者から同種の物品等を購入

していた所属があった。 

物品等の購入に当たっては、一括購入で

きるものはまとめて発注するなど計画的な

購入に努め、分割発注による１事業者から

の見積書の徴取による随意契約を避け、競

争原理が働くよう契約事務を適切に行われ

たい。 

（介護保険課）

（障害福祉課）

（生活環境課）

（維持課（北部土木事務所））

（建築指導課）

計画的な物品購入に努め、契約事務を適切に行う

よう担当者に徹底し、事務処理の改善を図った。 

（介護保険課）

緊急性のある物品を除き、まとめて計画的に発注

するよう所属内で周知徹底し、改善を図った。 

（障害福祉課）

生ごみ減量講座用の同種の物品を、同日に複数の

事業者から分割し、また、数日間のうちに同一の事

業者から購入していたが、令和元年度から、購入に

当たっては、保管場所を確保した上で、入札により

一括購入することで改善を図った。 

（生活環境課）

多岐にわたる事業の中で、事業別に同日に２名の

職員が同じ業者にそれぞれ発注してしまったことが

原因である。 

計画的で、競争原理が働くような契約事務意識が

薄かったため起こった事象であるので、指摘以降、

物品を購入する場合は、事務所内で他に購入予定が

ないか、一括して購入するよう確認を徹底すること

を周知し、職員への適切な契約事務への意識づけを

することで改善を図った。 

（維持課（北部土木事務所））

物品等の購入契約を適正に行うべきものについて

は、競争原理を働かせて経費削減を図ることについ

ての認識が不足していたことによるものであったた

め、適切な契約事務を行うよう指導及び徹底し、平

成30年12月以降は、同種類の物品購入において一括

購入できるものはまとめて発注を行うよう事務の改

善を図った。 

（建築指導課）



措置の通知書 

平成30年度 定期監査（中期・後期）（30監査第 191号）分

5 

指摘事項及び意見 措置（改善）状況 

（指摘事項）

(4) 規則等に基づいた補助金等交付事務を行

うもの 

（報告書５ページ）

長野市結婚支援事業補助金交付要綱による

と、実績報告等の提出期限について、「補助事

業の完了した日から起算して30日を経過した

日」としているが、期限を過ぎて提出されてい

た。 

要綱に基づいて事業が確実に行われている

か、指示監督を適切に行われたい。 

（マリッジサポート課）

２ 収入事務 

(1) 収入事務を適正に行うべきもの 

（報告書５ページ）

ア 懇親会において、参加者から会費を徴収

すること、また、その会費金額について決裁

を受けないまま徴収していた。 

不正防止の観点からも、事前に収入に関

する事項の決裁を受け明確にしておくべき

である。 

（生活環境課）

イ 長野市財務規則では、過誤納金の充当は、

過誤納金充当通知書により通知しなければ

ならないとしている。 

放課後子ども総合プラン事業利用料の過

誤納金充当について、事前に本人に承諾を

得ていることを理由に通知していなかっ

た。 

規則に基づき、適正な事務処理を行われ

たい。 

（こども政策課）

長野市結婚支援事業補助金交付要綱に基づき、定

められた期限内に実績報告等を提出するよう改め

て徹底した。 

（マリッジサポート課）

本事業については、平成30年度をもって終了し

た。 

（生活環境課）

過誤納金の充当については、本人の承諾の有無に

かかわらず、すべて過誤納金充当通知により通知す

るよう是正した。 

（こども政策課）
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指摘事項及び意見 措置（改善）状況 

（指摘事項） 

(2) 徴収事務を適正に行うべきもの 

（報告書５ページ）

ア 公用車広告掲載料について、納付期限を

過ぎてから納付されたものがあった。 

また、「長野市公用車広告掲載に関する契

約書」の規定によると、本件について遅延損

害金が発生していたが徴収していなかっ

た。 

契約書に基づき、適正な徴収事務を行わ

れたい。 

（管財課）

イ 平成29年度行政財産使用料の徴収事務を

失念したため徴収漏れとなり、平成30年度

に調定し収納している事例があった。 

また、平成30年度分当該使用料の徴収事

務も遅滞していた。 

長野市市有財産条例によると、使用料は、

使用の許可の際に使用者から徴収すること

とされている。 

使用料の徴収漏れのないよう、条例に基

づき、適正な歳入事務を徹底されたい。 

（障害福祉課）

(3) 調定事務を適時に行うべきもの 

（報告書６ページ）

ア 行政財産使用料について、歳入調定の手

続きが遅滞していた事例があった。 

長野市市有財産条例によると、使用料は、

使用の許可の際に使用者から徴収すること

とされている。 

条例に基づき、適正な調定事務を行われ

たい。 

（情報政策課）

（松代支所）

（高齢者活躍支援課）

（保健所健康課）

（清掃センター）

（衛生センター）

（維持課）

（住宅課）

広告掲載料の徴収漏れ、徴収事務の遅滞について

は、確認不足が原因であった。また、延滞金につい

ては、認識不足であったため徴収していなかった。

今後は歳入確認を的確に行うとともに、遅延損害金

の取扱いを再確認し、改善を図る。 

（管財課）

行政財産使用料の徴収漏れ、徴収事務の遅滞につ

いては、担当職員の認識不足が原因であった。指摘

後は、所属内で取扱いを再確認するとともに、使用

許可の際に調定を行い、徴収するよう徹底し、改善

を図った。

（障害福祉課）

行政財産目的外使用料の歳入調定の手続きの遅

滞については、職員の認識不足によることが原因で

あったため、長野市市有財産条例を再度確認し、条

例に基づく適正な調定事務を行うように徹底し、改

善を図った。 

（情報政策課）

調定事務を適時に行うべきものについては、実際

の決裁日以降の日付で調定をしたものであり、遅滞

したことにより納期限も長く設定してしまった。今

回の指摘を受け、今後、行政財産使用許可について

は、長野市市有財産条例に沿った使用許可日、調定

日の設定に留意し、納期限も適正に設定することで

改善を図る。 

（松代支所）
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（指摘事項）

行政財産使用料及び行政財産目的外使用料につ

いては、長野市市有財産条例に基づき、遅滞なく適

正な調定事務となるよう、調定日を４月１日、納期

限を４月末日とする改善を図ることとした。 

（高齢者活躍支援課）

使用者へ行政財産使用許可申請を年度当初早急

に提出させる。使用が許可され次第、すみやかに

調定することにより改善を図る。 

（保健所健康課）

行政財産使用料の歳入調定の手続きの遅滞は、長

野市市有財産条例に、「使用料は、使用の許可の際に

使用者から徴収する。」と規定されていることを十

分認識していなかったために起きたものである。 

担当内で取扱いについて再確認し、使用許可の際

に調定を行うよう徹底し改善を図った。 

（清掃センター）

行政財産使用料の歳入調定の手続きの遅滞につ

いては、長野市市有財産条例に、「使用料は、使用の

許可の際に使用者から徴収する。」と規定されてい

ることを十分認識していなかったために起きたも

のである。 

所属内で取扱いについて再確認し、使用許可の際

に調定を行うよう徹底し、改善を図った。 

（衛生センター）

３年毎の行政財産使用許可物件に対する、２年目

の使用料請求を７月に行ったものである。 

今後は年度当初に調定及び請求事務を行うこと

を職員間で確認し、徹底を図った。 

（維持課） 

歳入調定の手続きが遅滞していたことについて

は、職員の認識不足によることが原因であったた

め、長野市市有財産条例に基づき、適正な歳入調定

事務を行うよう徹底し改善を図った。 

（住宅課） 
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指摘事項及び意見 措置（改善）状況 

（指摘事項）

イ 母子父子寡婦福祉資金償還金について、

償還が発生する月ごとに調定し、納入通知

書の発行事務を行うとしているが、４月か

ら12月までの９か月分をまとめて行ってい

た。 

適正な調定事務を行われたい。 

（子育て支援課）

(4) 債権管理を適正に行うべきもの 

（報告書６、７ページ）

ア 生活保護費返還金について、滞納整理簿

の一部に記録遅滞があった。 

納付確認を含め新たに発生した事由等を

速やかに記録し、常時現況が確認できるよ

う整備されたい。 

また、平成25年度包括外部監査及び平成

28年度定期監査での指摘に対し、市税以外

の諸収入金に対する手数料及び延滞金徴収

条例第６条による延滞金の減免規定を整備

するとしていたが、未だ整備されていない。

条例に基づき、債権管理を適正に行われた

い。 

（生活支援課）

イ 居宅介護サービス費等の返還金徴収につ

いて、平成28年11月に事業者と音信不通と

なった以降、催告等を実施していなかった。

また、後期高齢者医療保険料の滞納者に

ついて、財産調査を行っていない事例があ

った。 

当該徴収金等については、地方税の滞納

処分の例により処分することができること

とされている。 

法令等に基づき、適正な債権管理事務を

行われたい。 

（介護保険課）

（高齢者活躍支援課）

母子父子寡婦福祉資金償還金について、平成31年

１月にチェックリストを作成し、それ以降は月毎に

調定事務を適正に行っている。 

（子育て支援課）

定期監査後のケース診断会議において、査察指導

員より各ケースワーカーへの周知をした。また平成

31年２月21日開催の全体会議においても、再度周知

を行った。今後とも適切に債権管理簿の管理を図っ

ていきたい。 

 延滞金の減免については、要領等の整備を検討す

べく他の中核市等の情報収集、状況把握に着手し

た。 

（生活支援課）

平成28年11月以降、連絡が取れなくなり、催告書

を送付するも、居所不明のため返戻された。また、

法務局からの登記簿謄本の取寄や住所地の区役所

へ実態を調査したが、回答が得られなかった。 

以後、債務者との接触がとれず、最後の一部弁済

から2年を経過し、徴収権が消滅したため、平成31年

３月20日に不納欠損処理を行った。 

今後、類似事例が起きた場合は、法令に基づく督

促・催告を適正に行い、滞納経過、交渉記録及び催

告の状況などを整理し、適切な管理を行う。 

また、住所・居所・事業所等が明らかでない場合

は、公示送達の処理を行うこととしたい。 

(介護保険課)
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指摘事項及び意見 措置（改善）状況 

（指摘事項）

ウ 保育所利用者負担金、し尿処理手数料、下

水道使用料について、市税以外の諸収入金

に対する手数料及び延滞金徴収条例に規定

された延滞金を徴収していなかった。 

本件については、平成28年度定期監査で

も同様の指摘をしている。 

また、下水道受益者負担金の高額滞納者

について、分納誓約書の徴取や差押えを実

施しておらず延滞金も徴収していなかっ

た。 

法令等に基づき、適正に徴収されたい。 

（保育・幼稚園課）

（生活環境課）

（上下水道局営業課）

後期高齢者医療保険料の滞納者については、支払

い能力の有無を把握するために預貯金調査を行っ

た。滞納者の財産の状態を整理している段階であ

り、滞納処分や滞納処分の執行停止には至っていな

い。 

次年度は、滞納処分や滞納処分の執行停止に向

け、滞納処分等に関する知識習得するための職員研

修を行ったうえ、現職員体制のもとで可能な滞納処

分等を実施し、適正な債権管理事務を行う。 

（高齢者活躍支援課）

現在、延滞金徴収のための納付書様式について検

討をしているが、延滞金徴収を行っている関係課に

実施状況を確認する中で、延滞金徴収に係る収納管

理等については人員が必要であり、現体制では実施

が難しいことから、実施に向けて人員配置及び収納

管理業務方法等の検討を行っていく。 

（保育・幼稚園課）

し尿処理手数料に対する延滞金については、適正

に徴収するよう「し尿処理手数料の滞納者に対する

事務処理要領」を平成31年４月１日に改正し、令和

元年度第１期分から徴収することで改善を図った。

（生活環境課）

下水道使用料の延滞金については、例規の整備

等、適切な債権管理に向けて検討を進めており、他

都市の例規内容等の研究を行うとともに、システム

改修、各種納付書のレイアウト変更、領収済通知書

の領収日ＯＣＲ処理等、延滞金徴収に伴う必要経費

の調査を行った。 

下水道事業受益者負担金の滞納整理、延滞金につ

いては、適切な実施・管理のため下水道受益者負担

金等滞納整理事務取扱要領の作成に着手した。 

（上下水道局営業課）
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指摘事項及び意見 措置（改善）状況 

（指摘事項）

エ 児童扶養手当返納金について、長野市財

務規則第 186条で規定された履行延期の特

約をする場合の履行延期期限を越えて承認

している事例があった。 

母子父子寡婦福祉資金償還金について、

滞納者に対する対応として、償還指導依頼

や連帯保証債務履行要請など連帯保証人へ

の対応をしていない事例が散見された。

また、両債権管理において、債権の管理記

録や指導経過を滞納整理表等に記録すると

しているが、滞納整理表等が整備されてい

ない事例が散見された。 

法令等に基づき、適正な債権管理事務を

行われたい。 

（子育て支援課）

３ 支出事務 

(1) 支出事務を適正に行うべきもの 

（報告書７ページ）

研修会参加費等が市から所属の資金前渡通

帳へ振込まれていたが、半年以上経ても引き

出されることなく残されていた。 

結果的に、職員による立替払いとなったま

ま精算処理されていた。 

適正な支出事務を行うよう徹底されたい。 

（廃棄物対策課）

(2) 確認検査を適正に行うべきもの 

（報告書７、８ページ）

ア 市道側溝等土砂処理業務委託について、

トラックの荷台に積まれた土砂の積載量を

委託料の算定基準としているが、事業者か

ら提出された写真において積載量が不明確

であるものが散見された。 

土砂の積載量が明確に確認できる写真の

提出を事業実施者に求め、厳格な確認検査

を行われたい。 

（環境保全温暖化対策課）

（維持課）

長野市児童扶養手当過誤払返還金事務取扱要領

(平成29年４月１日制定)を再確認するとともに、児

童扶養手当返還金の履行延期申請書の作成ファイ

ルに履行延期期限を記載しておくことで、事務処理

に誤りが生じないように改善を図った。 

母子父子寡婦福祉資金償還金について、連帯保証

人に対する償還指導依頼や連帯保証債務履行要請

ができることから、滞納者と面談等する中で、滞納

者と連帯保証人との関係が悪化しないよう配慮し

ながら実施するよう改善を図った。

債権の管理記録や指導経過については、事務フロ

ー等を参考に、漏れがないように滞納整理表等へ記

録するよう徹底した。 

（子育て支援課）

財務規則のとおり適正な事務処理の徹底を図っ

ていくとともに、資金前渡通帳残高の確認をし、未

払い処理の確認をする。 

（廃棄物対策課）

平成31年４月16日に、平成31年度委託業者へ通知

し、完了報告の際に土砂の積載量が明確に確認でき

る写真を必ず提出するように、周知徹底を行った。

（環境保全温暖化対策課）

提出される竣工書類における、写真の撮影方法等

の指示の不徹底が原因であったため、仕様書の変更

を行い、今後は、土砂積載量が明確に確認できる荷

台の写真を添付するよう、業者に義務付けるととも

に、職員間においても確認し徹底を図った。 

（維持課）
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指摘事項及び意見 措置（改善）状況 

（指摘事項）

イ 平成29年度千曲衛生施設組合負担金につ

いて、負担金の算出根拠である本市の人口

数値に誤りがあった。 

負担金の積算段階において、根拠資料等

の確認を徹底し、適正な支出事務を行われ

たい。 

（生活環境課）

ウ 下水道事業受益者負担金等収納業務委託

について、業務従事報告書に集計誤りがあ

った。 

これにより、委託料が支払不足となって

いた。 

報告書の内容等について確実な確認検査

を行い、適正な支出事務を行われたい。 

（上下水道局営業課）

(3) 郵便切手等の管理を適切に行うべきも

の 

（報告書８ページ）

ア レターパックの管理について、不適正な

管理があった。 

所属で行った在庫数確認の際、数量を誤

って把握していたことにより受払簿と在庫

数に差異が生じていた。 

所属では差異が生じた原因について、詳

細な調査をしないまま受払簿への購入枚数

の記載漏れによるものであると考え、購入

枚数の記載を調整することにより一致させ

ていた。 

本件の発生原因は、所属内における事務

引継が不十分であったことに加え、定期的

な在庫確認を怠っていたことによるもので

ある。 

適正な在庫管理を徹底されたい。 

（保健所健康課）

千曲衛生施設組合事務局へは、し尿処理量推計に

必要となる人口その他数値を提供しているものの、

本市として組合予算案の照査は行わなかった。 

指摘を受け、積算段階での確認を徹底することで

改善を図った。 

（生活環境課）

集計誤り分については平成31年2月分に加算して

支払を行った。報告書の内容検査については、複数

者による確認を徹底し改善を図る。 

（上下水道局営業課）

レターパック・切手の使用の際は、残数を必ず確

認し帳簿に記入することについて所属内の事務引

継を徹底する。購入はなるべく必要の都度・必要の

量とし、在庫保管量を最小限とする。また業務によ

り、やむを得ず多量に購入する場合は、分散せず一

か所で保管するようにした。 

記入漏れ、在庫確認漏れを防ぐため、切手・レタ

ーパックと帳簿を同じ場所に保管し、複数の職員で

使用数・残数を確認することにより改善を図る。 

（保健所健康課）
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指摘事項及び意見 措置（改善）状況 

（指摘事項） 

イ 所属で使用する郵便切手等について、保

管枚数と受払簿が一致していない所属、ま

た、受払簿を整備していない所属があっ

た。 

郵便切手等は金券であるので、定期的に

残数を確認するなど適正な在庫管理を徹底

されたい。 

（国民健康保険課）

（食品生活衛生課）

（保育・幼稚園課）

（会計課）

４ 財産管理事務 

(1) 公有財産の異動報告を適時に行うべきも

の 

（報告書８ページ）

市有財産の売却について、公有財産異動報

告書が整備されていない事例があった。 

財務規則に基づき、適切な事務処理を行わ

れたい。 

（管財課）

管理をより厳格なものとするため、切手使用職員

が、他職員立会いのもと、切手使用前に切手受払簿

へ記入の上、発送等を行うことした。 

併せて、毎月末に庶務担当職員２名で、受払簿記

載枚数と実際の残枚数をチェックする、複数職員に

よる在庫管理体制とした。 

（国民健康保険課）

金庫内に用途不明な切手シートがあったことに

よるものであったが、調査の結果、所管する団体の

ものであることが判明した。 

当該団体の受払簿において、確実かつ適正に記

録・管理するよう徹底を図った。 

（食品生活衛生課）

ハガキの受払簿が未整備だったため、指摘を受け

た定期監査の日に受払簿を作成し、職員には切手等

を使用する場合は、必ず受払簿に記入するよう周知

した。また、定期的に受払簿の確認を行うよう改善

を図った。 

（保育・幼稚園課）

所属で使用する郵便切手について、一部の金種に

ついて受払簿が整備されていなかったことは、職員

の確認不足により生じたことである。郵便切手の保

管について検討した結果、必要性が無くなっている

ことから郵便切手の払出をしている庶務課に譲渡

し、在庫管理を廃止することで改善を図った。 

（会計課）

売却物件の所有権移転登記完了後、速やかに異動

報告書の作成をするよう徹底した。 

（管財課）
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指摘事項及び意見 措置（改善）状況 

（指摘事項） 

(2) 施設の使用許可事務を適正に行うべきも

の 

（報告書８、９ページ）

ア 城山庁舎において、使用の許可を受けよ

うとする者は、庁舎管理規則または財務規

則に基づく行政財産使用の許可が必要であ

る。 

しかしながら、それらの手続を行ってお

らず、要領を別に定めて特定の団体の使用

を認めていた。 

規則等に基づき、適正な使用許可事務を

行われたい。 

（庶務課）

イ 母子休養ホームの設置及び管理に関する

条例では、ホームを使用する者は市長の許

可を受けなければならないとしているが、

使用者からの申請に対する許可事務が行わ

れていなかった。 

当該施設の設置目的及び使用者の範囲等

が適切であるか条例と照らし合わせ、適正

な許可事務を行われたい。 

（子育て支援課）

 本件は、利用者からの陳情により、平成12年５月

に要領を定めて以降、現在まで運用を行っていたも

のである。 

 城山庁舎については、建物老朽化により令和元年

10月頃で廃止・解体となるため、本要領に基づいた

運用は平成30年度を以って廃止した。 

 なお、今後同様の手続を行う必要がある場合に

は、規則等に基づき、適正に事務を行うよう努めて

いく。 

（庶務課）

使用者からの申請に対する許可事務について、許

可証の雛形を作成し、速やかに交付できるよう改善

を図った。 

また、施設の設置目的及び使用者の範囲等につい

ては、申請の都度条例と照らし合わせ、今後、適正

な許可事務を行う。 

（子育て支援課）
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指摘事項及び意見 措置（改善）状況 

（指摘事項） 

５ その他の事務 

(1) 各種団体の出納事務を適正に行うべきも

の 

（報告書９ページ）

ア 物品購入等の支出について、職員による

立替払があった。 

適正な事務処理を徹底されたい。 

（食品生活衛生課）

（清掃センター）

（維持課（西部土木事務所））

イ 会計事務を取扱っている団体について、預

金通帳と印鑑が同じ場所で管理されていた。 

  預金通帳と通帳印は保管場所を分け、預金

の引出しの際には複数人による確認が行われ

るよう徹底されたい。 

（障害福祉課）

職員による立替払いについては、今後、請求書に

よる支払いを原則とし、必要に応じて資金前渡の

上、精算処理を行うよう伝票を整備し、改善を図っ

た。 

（食品生活衛生課）

団体事務における職員による立替払いについて

は、複数の職員によるチェック体制に不備があった

ために起きたものである。 

団体事務を担当する職員間で出納事務の取扱い

について再確認し、資金前渡による適正な事務処理

を行うよう周知するとともに、複数の職員によるチ

ェック体制を徹底し改善を図った。 

（清掃センター）

各種団体事務の支出については、公金同様に立替

での支払いを禁止していることを認識していなか

った。監査指摘後の支出については、立替払を行わ

ないなど適正な事務処理を徹底した。 

（維持課（西部土木事務所））

指摘後は、預金通帳と通帳印を分けて保管するよ

う改善を図った。また、預金の引出しの際には、複

数人による確認を行うよう所属内で周知徹底し、改

善を図った。 

（障害福祉課）
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指摘事項及び意見 措置（改善）状況 

（意見） 

１ 適正な事務の執行と内部統制体制の整備

について 

（報告書10ページ）

平成30年度において、長野市事務処理適正

化対策委員会で取り上げられた事務処理誤り

関連事案は計13件となっており、その内訳は

下表のとおりである。 

最も多い発生件数となった工事費関連の積

算誤りによる入札延期等は、平成31年に入っ

て既に２件発生しており、いずれも単価等を

誤って入力したことによる人為的ミスが原因

であった。このように同様の事務処理誤りが

相次いで発生したことは、工事の遅延等によ

り市民生活に影響を及ぼすだけでなく、行政

に対する市民の信頼を大きく揺るがす結果を

招くことは言うまでもない。また、発生した事

務処理誤りが、経済的・社会的にどの程度の不

利益を市や市民等に与えるか（与えたか）を適

切に判断することも組織として必要不可欠で

あり、発生原因が職員の非違行為等であった

場合は関係職員の処分も想定する必要があ

る。 

（次のページに続く）

事務処理誤り

の内容 
件数

原因内訳（件） 

人為的

ミス 

システ

ム関連 

工事費等積

算誤り 
７ ７ ０ 

メールアド

レス等の漏

えい 

３ ３ ０ 

保険料等算

定誤り 
２ ０ ２ 

システム不

具合による

証明書の発

行遅延 

１ ０ １ 

計 13 10 ３ 

内部統制体制の整備については、令和２年４月ま

でに整備が義務付けられている長野県の状況及び

他の中核市の事例・動向を参考にしながら検討して

いく。 

（行政管理課）
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指摘事項及び意見 措置（改善）状況 

（意見） 

しかし、組織として重要なことは、事務処理

誤り等をゼロにすることはできないまでも、

市民生活への影響、深刻な不利益の発生を予

防し、また、発生した場合には影響や不利益を

最小限に留めることである。 

こうした背景の中、平成29年に地方自治法

が改正され、首長は「内部統制」（執行機関内

でのリスク管理）に関する方針を策定し、これ

に基づき全庁的な取組を推進するための体制

を整備することとされた。 

内部統制の整備等は県及び指定都市以外は

努力義務とされているが、同年、参議院総務委

員会で法改正に伴う附帯決議が政府に提出さ

れている。 

その内容は、「内部統制体制の整備及び運用

は、全ての地方公共団体の長がその権限と責

任に基づいて適切に実施することが求められ

るため、本法において努力義務とされた指定

都市以外の市町村においても、内部統制に関

する方針が早急に策定されるよう引き続き検

討を行うこと。」とされている。内部統制の整

備・運用は喫緊の課題であり、「市民から信頼

される地方公共団体」を実現するためにも早

急に着手することを望むものである。 

（行政管理課）
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指摘事項及び意見 措置（改善）状況 

（意見） 

２ 簿外で管理している水道料金の債権につ

いて 

（報告書11、12ページ）

従来、水道料金は下水道使用料と同様に５

年で時効を迎える公債権として取り扱われて

いたため、５年を経過したものは不納欠損処

分を行っていた。 

しかし、平成15年10月の最高裁の判決によ

って水道料金は私債権であることが確定し

た。 

当該判決以降、長野市上下水道局では、私債

権として２年の時効を経過したもののうち、

死亡、行方不明等で回収が著しく困難な未収

金を、当該企業会計独自の不納欠損処分（法的

には債権は消滅していないが会計上調定の取

消を行う。）を行い、簿外管理としている。 

〇時効の援用のない当該債権について、簿

外で管理する方法をこのまま継続するこ

とは、簿外の債権が増え続け、事務の負担

を増やし適切ではない。 

〇適正な徴収努力をしても実質的に徴収の

見込みがなく、債務者の時効の援用が得

られない場合は、条例等の制定により法

的に債権を消滅させることを検討するべ

きである。 

〇条例が改正されるまでは、簿外管理して

いる債権の総額を公表するべきである。 

また、平成28年度定期監査においては、私債

権を含めた未収金に対し各部局間の連携を図

りながら、全庁的な債権の管理・指導体制の構

築について検討するよう意見している。 

上下水道局営業課ではこれらの意見に対

し、「庁内関係課において、私法上の債権管理

に関する条例等について研究を進めている。」

としていたが、現時点で具体的な措置はとら

れていない。 

（次のページに続く）

本年度に行った調査では、債権放棄の条例及び規

定を定める市のうち約８割が市の私債権全体に係

る債権管理条例を制定している。この状況を踏ま

え、庁内の関係課で構成する収納向上対策協議会な

ど中心に全庁的に債権放棄規定の整備等について

検討していく。 

（上下水道局営業課）
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指摘事項及び意見 措置（改善）状況 

（意見） 

また、簿外管理債権の総額公表について、

「簿外管理の概要について、今後公表するこ

とを予定している。」としたものの、水道事業

会計決算書では、簿外管理を決定した単年度

債権額の記載のみで債権総額は公表されてい

ない。 

調査の結果、平成17年度からの簿外管理債

権の総額は、平成31年１月30日現在において、

160,096,156円となっている。 

この膨大な債権総額を公表しないことは、

決算書においても時効が過ぎた未収金の額が

明示されていないため、当該公営企業全体の

経理状態等を正しく表示しているとは言い難

く、議会によるチェック機能が届きにくい状

態にある。 

また、不納欠損処分に係る法的な規定はな

いが、行政実例「昭和27年６月12日地自行発

161号三原市監査委員宛行政課長回答」では、

「既に調定された歳入が徴収しえなくなった

ことを表示する決算上の取扱いであるから、

時効により消滅した債権、放棄した債権等に

ついてこれを行うべきである。」とされ、債権

が消滅して初めて不納欠損処分が可能になる

ものである。 

なお、長野市上下水道局財務規程第39条第

１項においても、不納欠損について「法令若し

くは条例又は議会の議決によって債権を放棄

し、又は時効等により債権が消滅した場合

（略）」と規定しており、債権放棄又は債権消

滅をもって不納欠損処分することとしてい

る。 

このような背景の中、全国的にも私債権管

理条例等を制定し、債権放棄に該当する項目

を条例化している自治体が増えつつある。 

（次のページに続く）
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指摘事項及び意見 措置（改善）状況 

（意見） 

平成28年度に那覇市で実施した「水道料金

債権に関する調査」では、水道料金債権の放棄

を行っている市が58市中33市（57％）、また、

水道料金債権に関する条例を制定済、あるい

は近日中に制定予定とした市が58市中40市

（69％）であった。 

先進市の事例を参考に、私債権を持つ関係

各課と連携し、全庁的な私債権管理条例等の

制定について調査・研究を早急に進められた

い。 

なお、条例等の制定により安易に債権を消

滅させ、不納欠損処分として処理することは、

当然許されないものであり、厳格な債権消滅

条件の設定と取扱いが必要であることを申し

添える。 

（上下水道局）
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（意見） 

３ 補助金等交付事務における留意事項につ

いて

（報告書12ページ）

補助金交付事務に関連し特に注意すべきも

のについて意見を申し上げる。 

補助事業に要した経費の支出を証明する書

類として、レシート等が証拠書類として添付

されているが、個人が所持するポイントカー

ドを利用し、物品等を購入している事例が散

見された。 

これは、ポイントカード等の利用の可否を

含めその取扱いを定めていないことによるも

のであるが、補助金を利用するに当たって、交

付目的以外にポイント等の経済的価値が特定

の個人に付加されることは、不当利得と疑わ

れる恐れもある。 

他市においては、ポイントが付与される支

払をした経費そのものを補助対象経費として

認めない、また、ポイント金額分を補助対象経

費から減額するなどの措置を講じている事

例、あるいは、補助金等交付の留意事項とし

て、物品等購入の際のポイントカードやクレ

ジットカードの利用禁止について、事前に周

知している事例がある。 

更に、平成30年４月、経済産業省が「キャッ

シュレス・ビジョン」を公表したことにより、

一層のキャッシュレス決済化が進むことが予

想されるため、キャッシュレス決済に伴うポ

イント等の取扱いについて、今後適切な対応

が求められることになる。 

市としても、補助金等交付事務に当たり、キ

ャッシュレス決済化を見据えたポイント等に

対する取扱い基準等の整備について調査・研

究を進め、公金が適正に執行されるよう検討

されたい。 

（財政課）

補助金等交付事務において、カードポイント等が

個人に付加されることについて、監査から指摘があ

った旨、平成31年４月10日開催の平成31年度予算執

行方針で注意喚起を行った。 

立て替え払いの場合など、不正利得には当たらな

いケースもある。そのため、個々の補助金交付要綱

で、ポイント等の利用の可否を規定して行くべきと

考えるが、補助金の原資が税金ということを考える

と倫理上の問題も生じることから、今後一層進むキ

ャッシュレス決済化を見据え、指摘事項のとおり、

ポイント等に対する取扱い基準等の整備について

調査・研究を進め、補助要綱の規定の参考となる方

向性を示すべく検討していく。 

（財政課）


